





月 1 日）後約 5 年を経過した時から現れた［ 1 ］。たとえば，東京都は 2005 年度に，「社会貢
献型後見人」を養成するための「後見人候補者等養成事業」を開始した。東京都世田谷区は
2005 年 10 月に「成年後見支援センター」を開設し，2006 年度から，東京都の事業とは別に，





全国計 37（26 都道府県）の市区町が同事業を実施した。同年 6 月 15 日に老人福祉法が改正
され（2012 年 4 月 1 日施行），後見等にかかる体制の整備等が市町村の努力義務とされた
















田谷区区民成年後見人第 1 号（2007 年 7 月受任）がはじめてではないかと思われる［ 7 ］。最
高裁判所の統計によれば，2012 年の受任件数は 118 件で，第三者後見人全体（法人を含
む。）に占める割合も約 0.7％ に過ぎない［ 8 ］。
（2）　「わが国では，急速に社会の高齢化・少子化が進行し，痴呆性高齢者および一人暮ら
しまたは夫婦のみで暮らす高齢者が増加するなかで，高齢社会への対応が急務となっていま


























（2）　成年後見制度施行以来 2012 年までの 13 年間，同制度利用の申立件数は増大する一
方である［12］。2012 年の成年後見申立件数（任意後見監督人選任事件を除く。以下同じ。）は
3 万 4,004 件で，現行制度開始直前の 1999 年度における禁治産・準禁治産宣告の申立件数
（3,634 件）の約 9.36 倍，現行制度開始直後の 2000 年度における成年後見申立件数（8,956
件）の約 3.80 倍に達した［13］。現行制度の下での終局認容件数（任意後見監督人選任事件を
除く。以下同じ。）もまた，2000 年度の 3,492 件から 2012 年の 3 万 0,893 件まで大きく伸び，
約 8.85 倍に達した［14］。最高裁判所は 2010 年から成年後見制度の利用者数に関する調査を開
始した。それによれば，2010 年 12 月末日における成年後見制度の利用者数（任意後見を除
く。以下同じ。）は合計で 13 万 8,834 人であったのに対して，2012 年 12 月末日におけるそ
れは合計で 16 万 4,421 人になり，対 2010 年比約 18.43％ の増加となっている［15］。
（3）　しかし，それは氷山の一角にすぎない。成年後見制度に基づく意思決定の支援を要
する者，すなわち成年後見制度の潜在的利用者数は，推定で約 783.4 万人にも達し［16］，その





2000 年から 2010 年までの間における日本人の平均寿命は，男性は 1.83 年（77.72 年から
79.55 年に），女性は 1.7 年（84.60 年から 86.30 年に）それぞれ伸長した［19］。他方，認知症
の発症率は，下記表 1 が示すとおり，医学的には，一般に高齢になるほど高くなり，65 歳
以上の高齢者を 5 歳ごとに区切った年齢段階別でみると，段階が上がるごとに発症率が 2 倍
になるといわれている。したがって，高齢者人口の総数が不変という前提のもとにおいて，
認知症高齢者の数は平均寿命の伸長により増大し続けることになる。実際もそうである。厚
生労働省の 2012 年 8 月 24 日付報道発表資料によれば，認知症高齢者のうち，日常生活自立












全体 1.5 3.6 7.1 14.6 27.3
男 2.1 4.0 7.2 12.9 22.2







































職のうち，弁護士・司法書士・社会福祉士は，上位 3 位を占め，計 1 万 3,712 件を受任し，
専門職後見人総数（1 万 4,614 件）の約 93.83％ に達している［29］。これに対して，弁護士，
司法書士および社会福祉士の三者をあわせた成年後見人等候補者の登録者数は，約 1 万
3,750 人しかない。そのうち，弁護士は約 3,200 名（2009 年現在）［30］，司法書士は 4,898 名
（2012 年 3 月末現在）［31］，社会福祉士は 5,652 名（2013 年 1 月末現在）［32］，である。しかも，
実働数はそれをさらに下回っている。社会福祉士の場合に限ってみれば，2013 年 1 月末現
在，登録者 5,652 名のうち，現在活動中の受任者は 3,781 名で，登録者総数の約 66.90％ に
とどまっている［33］。




祉士）後見人の割合を 80％ だとし，1 人当たりの受任件数を 1 件とする場合には，少なく








































資料：日本社会福祉士会ウェブサイト「ぱあとなあ受任状況（2013 年 2 月）」，「同（2014 年 2 月）」。
（4）　2000 年法改正では，法人成年後見人制度が明文化された（民法 843 条 4 項および









後見人等総数に占める法人後見人の割合は 2000 年度にはわずか 0.4％（13 件）［37］に過ぎず，












































































が急増すること（前述二 1 参照），2000 年度に成年後見人等全体の 90％ 以上を占めていた










不動産の処分）が一番多く，2012 年の申立て動機全体の約 55.71％ を占めている［49］。しか
し，そのうちの「預貯金等の管理・解約」などは必ずしも専門職後見人でなければできない
ような高度な専門性を要する後見事務ではなく，それは実に 2012 年の申立て動機全体の約











































































































































＊本稿は，2013 年 12 月 27 日に台湾・東呉大学で開催された「東アジア成年後見制度シンポジウ
ム」（学習院大学・東呉大学法律系民事法研究中心共催）での報告原稿を加筆・修正したものであ
る。なお，当該報告原稿の前半部分を加筆・修正したものは，「市民後見人の登場　――　その社会的
背景とは　――　」という題目で，松山大学論集 26 巻 1 号（2014 年 4 月発行）に発表したことをお断
りしておく。
注
［ 1 ］　詳しくは，拙稿「市民後見人の登場　――　その社会的背景とは　――　」松山大学論集 26 巻 1 号
（2014 年 4 月）25-26 頁参照。
［ 2 ］　2007 年 7 月に世田谷区区民成年後見人第 1 号が選任された。これについて，田邉仁重「市民
成年後見人選任の現場から　――　世田谷区区民成年後見人の活動について　――　」実践成年後見 24
号（2008 年 1 月）78 頁参照。
［ 3 ］　2008 年 1 月 5 日に第 1 号市民後見人が選任された。これについて，「大阪市成年後見支援セン
ターの業務概要（平成 25 年度）」8 頁，同センターウェブサイト http://www.wel-osaka.jp/
kouken/index.php（2014 年 10 月 5 日アクセス）参照。
［ 4 ］　2013 年度はおよそ 2011 年度の 3.5 倍にあたる 128（34 都道府県）の市区町にまで増えた。こ
れについて，厚生労働省ウェブサイト「市民後見関連情報」http://www.mhlw.go.jp/stf/sei 
sakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/shiminkouken/index.html（2013 年 12 月 16
日アクセス）参照。
［ 5 ］　2013 年度は 8 府県で同事業を実施した。前掲注［4］厚生労働省ウェブサイト参照。
［ 6 ］　成年後見センター・リーガルサポート「成年後見制度改善に向けての提言」（2005 年 10 月 1
日），同ウェブサイト「提言・意見」http://www.legal-support.or.jp/act/，日本成年後見法学会市
町村における権利擁護機能のあり方に関する研究会「平成 17 年度報告書」（2006 年 3 月 31 日），
日本成年後見法学会ウェブサイト「研究委員会」http://www.jaga.gr.jp/kenkyu.htm，成年後見制
度研究会「成年後見制度の現状の分析と課題の検討～成年後見制度の更なる円滑な利用に向けて
～（平成 22 年 7 月）」家月 62 巻 10 号（2010 年）125-127 頁，日本弁護士連合会「市民後見のあ
り方に関する意見」（2010 年 9 月 17 日），同ウェブサイト http://www.nichibenren.or.jp/activity/
document/opinion/year/2010/100917_2.html，日本社会福祉士会「市民後見のあり方に関する提
言」（2010 年 9 月 30 日），同ウェブサイト「意見・要望書」http://www.jacsw.or.jp/05_seisaku 




［ 8 ］　2013 年は 167 人の市民後見人が成年後見人等に選任され，第三者後見人全体に占める割合は
約 0.9％ である。最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況」，裁判所ウェブサイト




［ 9 ］　小林昭彦＝大門匡編著『新成年後見制度の解説』（金融財政事情研究会，2000 年）6 頁。





［13］　2013 年の申立件数は 3 万 3,832 件であり，対前年比約 0.51％ の減少となっている（成年後見
関係事件の概況（各年）参照）。
［14］　2013 年の終局認容件数は 3 万 1,703 件であり，対前年比約 2.62％ の増加となっている（成年
後見関係事件の概況（各年）参照）。
［15］　2013 年 12 月末日における利用者数は合計で 17 万 4,565 人になり，対前年比約 6.17％ の増加
となっている（成年後見関係事件の概況（各年）参照）。
［16］　そのうち，知的障害者（18 歳以上。年齢不詳者を含む。）は 42.2 万人（2005 年国勢人口調査
による），精神障害者（20 歳以上。年齢不詳者を含む。）は 302.2 万人（2010 年国勢人口調査に
よる）である（内閣府『障害者白書（平成 25 年版）』2 頁参照）。なお，2013 年に行われた諸調
査の結果によれば，知的障害者（18 歳以上。年齢不詳者を含む。）は 58.2 万人，精神障害者（18
歳以上。年齢不詳者を含む。）は 302.2 万人である（同『障害者白書（平成 26 年版）』27 頁参照）。
［17］　厚生労働省ウェブサイト「第 45 回社会保障審議会介護保険部会資料」（資料 6）http://www.
mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000033t43.html（2014 年 2 月 16 日アクセス）参照。
［18］　拙稿・前掲注［1］32 頁および 49 頁の注（40）参照。
［19］　内閣府『高齢社会白書（平成 25 年版）』7 頁参照。
［20］　厚 生 労 働 省 ウ ェ ブ サ イ ト「認 知 症 高 齢 者 数 に つ い て」http://www.mhlw.go.jp/stf/














［28］　2013 年には第三者後見人の割合はさらに高くなり，全体の約 57.8％ を占めるように至った。
そのうち，弁護士等専門職の受任件数は 1 万 7,007 件であり，第三者後見人全体の約 88.22％ を
占めている。なお，ここにいう「専門職」は，弁護士・司法書士・社会福祉士・税理士・行政書
士・精神保健福祉士を含む。これについて，成年後見関係事件の概況（各年）参照。





（2010 年 1 月）8 頁参照。
［31］　ただし，これは後見人候補者名簿，後見監督人候補者名簿および両名簿登載の延べ人数なので，
実人数はそれより少ない。また，名簿登載しないまま後見事務を行っている会員もいることに注
意しなければならない。なお，2013 年 3 月末現在の後見人等候補者名簿登載者数は同じく 5,200
名である。これについて，成年後見センター・リーガルサポート「平成 24 年度事業報告」11 頁
および「平成 25 年度事業報告」7 頁，同ウェブサイト「事業報告・決算報告」http://www.legal 
-support.or.jp/information（2014 年 9 月 27 日アクセス）参照。
［32］　なお，2014 年 1 月末現在の名簿登録者数は 5,996 名である。これについて，日本社会福祉士会
ウェブサイト「ぱあとなあ受任状況（2013 年 2 月）」および「同（2014 年 2 月）」http://jacsw.
or.jp/12_seinenkoken/juninjokyo/index.html（2014 年 9 月 27 日アクセス）参照。








［38］　1,702 件の内訳は，社会福祉協議会（402 件），弁護士法人（214 件），司法書士法人（190 件），
行政書士法人（19 件）およびその他の法人（877 件）である。なお，2013 年の法人受任件数は
合計で 1,976 件である。これについて，成年後見関係事件の概況（各年）参照。
［39］　富山県社会福祉協議会「社会福祉協議会における法人成年後見人に関する検討委員会報告書」
（2009 年 12 月。未公刊）25-27 頁参照。
［40］　大貫正男「広げよう市民後見人の活動」実践成年後見 47 号（2013 年 11 月）13 頁参照。
［41］　前掲注［4］厚生労働省ウェブサイト参照。
［42］　岩間伸之「『市民後見人』とは何か　――　権利擁護と地域福祉の新たな担い手　――　」社会福祉研
究 113 号（2012 年）13 頁。同旨，日本成年後見法学会市町村における権利擁護機能のあり方に
関する研究会「平成 18 年度報告書」11 頁，前掲注［6］日本成年後見法学会ウェブサイト，大
貫・前掲注［40］15 頁，井上計雄「市民後見人の養成・支援における課題と考え方」実践成年
後見 42 号（2012 年 7 月）35 頁ほか。
［43］　山崎弥生「神戸市における市民後見人養成・支援の取組み」実践成年後見 42 号 32 頁参照。
［44］　成年後見関係事件の概況（2013 年）参照。
［45］　多田宏治「（社）成年後見センター・リーガルサポート『成年後見制度改善に向けての提言』
の紹介」実践成年後見 15 号（2005 年 10 月）106 頁。
［46］　高木・前掲注［10］65-66 頁。
［47］　日本成年後見法学会市町村における権利擁護機能のあり方に関する研究会・前掲注［42］68
頁。同旨，上山泰・実践成年後見 28 号（2009 年 1 月）72 頁，日本弁護士連合会・前掲注［6］4
頁，日本社会福祉士会・前掲注［6］4 頁。
［48］　成年後見制度研究会・前掲注［6］126 頁。
［49］　2013 年はその約 55.54％ を占めている。これについて，成年後見関係事件概況（各年）参照。





［52］　千葉県社会福祉協議会第 2 次成年後見制度研究委員会「報告書」（2011 年 3 月）14-17 頁，千
葉県社会福祉協議会ウェブサイト「第 2 次成年後見制度研究委員会」http://www.chibakensha 
kyo.com/19_kouken/kenkyu-iinkai2jih22.php（2014 年 10 月 6 日アクセス）参照。
［53］　市民後見人養成あり方検討会「神奈川県における市民後見人養成のあり方について（最終報
告）」（2014 年 3 月 31 日）13 頁，神奈川県社会福祉協議会ウェブサイト「かながわ成年後見推進
セ ン タ ー」http://www.knsyk.jp/c/seinenkouken/769bf277b7dc83c818e75dfbb275b744（2014 年
10 月 6 日アクセス）参照。
［54］　横浜市における市民後見人に関する検討委員会「報告書」（2012 年 2 月）5 頁，横浜市社会福
祉協議会ウェブサイト「第 1 期市民後見人養成・活動支援事業」http://www.yokohamashakyo.
jp/ansin/post_3.html（2014 年 10 月 6 日アクセス）参照。
［55］　宮下修一「成年後見監督制度のあり方の再検討　――　ヒアリング調査をふまえて」国民生活研究
53 巻 2 号（2013 年）116 頁参照。
［56］　成年後見関係事件の概況（2013 年）資料 10 の注（5）参照。
［57］　岩間・前掲注［42］9 頁参照。
［58］　たとえば，大阪市成年後見支援センター（藤原一男「大阪市における市民後見人養成とその活
動支援の状況」実践成年後見 32 号（2010 年 1 月）52 頁），名古屋市成年後見あんしんセンター
（同センターウェブサイト『支援者のための成年後見制度活用ハンドブック（2014 年 4 月）』22
頁，http://www.nagoya-seinenkouken.jp/content/publication.html〈2014 年 10 月 4 日アクセス〉），
神戸市成年後見支援センター（神戸市ウェブサイト「記者発表資料・成年後見の利用手続き長田
区 相 談 室 開 設（平 成 26 年 7 月 22 日）」，http://www.city.kobe.lg.jp/information/










動支援の現状と課題」実践成年後見 32 号（2010 年 1 月）48 頁参照）など。
［61］　知多地域成年後見センター（2014 年 2 月 25 日取材），東濃成年後見センター（2014 年 2 月 26
日取材），坂出市成年後見センターおよび松山市社会福祉協議会（2014 年 6 月 20 日取材）など。
［62］　井上・前掲注［58］参照。
［63］　上山泰『専門職後見人と身上監護〔第 2 版〕』（民事法研究会，2010 年）247 頁参照。
［64］　佐々木佐織「市民後見推進事業における南富良野町の取組み」実践成年後見 42 号（2012 年 7
月）20 頁参照。
［65］　小林＝大門・前掲注［9］159 頁参照。
［66］　この規定は，フランス民法 508 条（現 496 条の 1）などにならって作られた旧民法人事編 225
条を受け継いだものである。これについて，『民法修正案理由書〔第四編親族　第五編相続〕』
（信山社復刻版，1993 年）169 頁参照。旧民法人事編 225 条の立法理由については，磯部四郎
『民法〔明治 23 年〕釈義　人事編之部（下）　法例釈義（日本立法資料全集別巻 90）』（信山社復
刻版，1997 年）738-739 頁，手塚太郎『日本民法〔明治 23 年〕人事編釈義附日本法例〔明治 23
学習院大学国際研究教育機構研究年報　第 1 号
114
年〕釈義（日本立法資料全集別巻 253）』（信山社復刻版，2002 年）494 頁，井上操『民法〔明治
23 年〕詳解　人事之部（上・下）（日本立法資料全集別巻 234）』下巻 178-179 頁など参照。
［67］　中川善之助『新訂　親族法』（青林書院新社，1965 年）553 頁，『注釈民法（23）親族（4）』
（有斐閣，1974 年）252 頁〔久貴忠彦〕，久貴忠彦『親族法』（日本評論社，1984 年）296 頁参照。
なお，中川善之助『注釈親族法（下）』（有斐閣，1952 年）166-167 頁〔青山道夫〕は，正当な事
由については夫または妻が後見人である場合と一般後見の場合とではその基準を区別すべきだと
述べるにとどまっている。
（セン　イエイ　　松山大学法学部教授）
